
令和3年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率一覧

1、 健全化判断比率

項  目 実質赤字比率
連結実質赤字比

率
実質公債費比率 将来負担比率

健全化比率 6.0 22.6

早期健全化基準 ( 15.00 ) ( 20.00 ) (  25.00  ) (  350.00  )

※ 制度解説は別添資料を参照ください。

2、 資金不足比率

公営企業特別会計の名称 資金不足比率(%) 備考

水道事業会計 令第17条 (第 1号 )の規定により事業の規模を算定

温泉事業会計 令第17条 (第 1号)の規定により事業の規模を算定
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【制度解説】

1 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の制定背景

地方公共団体の財政再建制度については、地方財政再建促進特別措置法 (昭和 30年法律第

195号。以下「再建法」という。)に よる赤字の地方公共団体に対する財政再建制度と地方公

営企業法 (昭和 27年法律第 292号)による赤字企業に対する財政再建制度が設けられていた

ところです。

地方分権を進める中で、この再建制度のあり方を検討するため、平成 18年 8月 、「新しい

地方財政再生制度研究会」が設置され、平成 18年 12月 、その検討結果が「新しい地方財政

再生制度研究会報告書」としてまとめられました。この中でこれまでの制度については、わ

かりやすい財政情報の開示や早期是正機能がない等の課題が指摘され、財政指標を整備 して

その公表の仕組みを設けるとともに、財政の早期健全化及び再生のための新たな制度を整備

することが提言されました。

この結果を踏まえ、第 166回国会に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律案」を提

出し、同法案は国会審議を経て平成 19年 6月 15日 に可決・成立し、平成 19年 6月 22日 に

公布されました (平成 19年 6月 22日 法律第 94号。以下「健全化法」という。)。

また、法律で政省令事項とされた財政指標の算定方法の細目や財政の早期健全化 。再生の

基準等については、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令」 (平成 19年 12月 28

日政令第 397号)及び「地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規貝J」 (平成 20年 2

月 5日 総務省令第 8号)な どにより定められています。

2 健全化判断比率の公表等

(1)健全化判断比率の内容

健全化法においては、地方公共団体 (都道府県、市町村及び特別区)の財政状況を客観

的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、以下の 4つの

財政指標を「健全化判断比率」として定めています。地方公共団体はt毎年度:前年度の

決算ι二基づく健全化判1断比率をそめ算定資料とともに監査委員め
―
審査に付した上で議会に

報告し、公表しなければならないとされています。

① 実 質 赤 字 比 率

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

② 連結実質赤字比率

当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対するI・L率

③ 実質公債費比率

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規ぽ に対する比率

④ 将 来 負 担 比 率

地方公社や損失補償を行つている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来

負担すべき実質的な負債の標準財政規模※に対する比率

※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額
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一般会計等の実質赤字額

一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

実質赤字の額=繰上充用額十 (支払繰延額+事業繰越額)

連結実質赤字比率 =
連結実質赤字額

標準財政規模

(健全化判断比率の概要)

実質赤字比率  =
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

より3年
-253,543=  _8.99%

3

柵 =―五 甲%

河津町の一般会計等とは

一般会計十駅広会計十土地取得特別会計

実質赤字の額は総括表②により河津町はあ

りません。

連結実質赤字額 :イ と口の合計額がハと二の合計額を超える場合の当該超える額

イ ー般会計及び公営企業 (地方公営企業法適用企業・非適用企業)以外の特別会計のうち、実質赤字を生じ

た会計の実質赤字の合計額

口 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ ー般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

二 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

準元利償還金 :イ からホまでの合計額

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を 30年 とする元金均等年賦償還

とした場合における 1年当たりの元金償還金相当額

ロ ー般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金の うち、公営企業

債の償還の財源に充てたと認められるもの

ハ 組合・地方開発事業団 (組合等)への負担金・補助金の うち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充

てたと認められるもの

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

一時借入金の利子

将来負担比率

将来負担額― (充当可能基金額十特定財源見込額
十地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 )

標準財政規模―

(元利償還金 。準元和l償還金に係る基準財政需要額算入額)

・将来負担額

イ ー般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

口 債務負担行為に基づく支出予定額 (地方財政法第 5条各号の経費に係るもの)       .
ハ ー般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額      :
二 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ 退職手当支給予定額 (全職員に対する期末要支給額)の うち、一般会計等の負担見込額

へ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担 している場合の当該債務の額

の うち、当該法人等の財務 。経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

卜 連結実質赤字額

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額
。充当可能基金額 :イ からへまでの償還額等に充てることができる地方自治法第 241条の基金

一
一
ホ

河津町では

財政調整基金と減債基金です。

実質公債費比率

(3か年平均 )

(地方債の元利償還金十準元利償還金)一
(特定財源十元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模―

(元利償還金 。準利償還金に係る

総括表③

①～⑦合計 上 ③～⑪合計

⑫～⑭合計 ― ⑨～⑪合計
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(2)健全化判断比率等の対象となる会計

健全化判断比率等の対象となる会計の範囲を図示すると、以下のとおりです。

一般事務組合・広域連合

地方公社 。第ニセクター等

3 資金不足比率の公表

公営企業を経営する地方公共団体 (組合及び地方開発事業団を含む。)は、毎年度、公営企業

会計ごとに資金不足比率 (資金の不足額の事業規模に対する比率)を監査委員の審査に付した

上で議会に報告し、公表しなければならないとされています。資金不足比率が経営健全化基準

以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなりません。

(資金不足比率の概要)

資金不足比率  = 資金の不足額

事業の規模

・資金の不足額

資金の不足額 (法適用企業) =(流 動負債 〔控除企業債等控除後〕+建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債の現在高一流動資産)一解消可能資金不

足額

※法非適用企業はありません

※解消可能資金不足額

事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不足額がある場合において、資金の不足額

から控除する一定の額

・事業の規模                                       ・

事業の規模 (法適用企業) =営 業収益の額―受託工事収益の額

事業の規模 (法非適用企業)=営業収益に相当する収入の額―受託工事収益に相当する収入の額

資金不足計算(資金不足比率等に関する算定様式より (A3))

流動負債 (控除企業債等控除後)  建設改良費以外の起債現在高    流動資産

〇水道事業会計

○温泉事業会計

14,436        +

6,132     +      0
-  122,245

-  582,031

資金不足額

△ 107,809

△575,899

一一　
〓

※上記により水道事業会計及び温泉事業会計は、資金の不足額はありません。

地
方
公
共
団
体

運
結
実
質
赤
字
比
率

将
来
負
担
比
率

公営企業会
計ごと算定
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【用語説明】

健全化判断比率

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の4つの財政指標の総称で

す。地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となつた場合には、財政健全

化計画又は財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなければなりません。

健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであるとともに、他団体と

比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意義を持つものです。

実質赤字比率

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模 (地方公共団体の標準的

な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの)に対する比率です。

福祉、教育、まちづくり等を行 う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化 し、財政運営

の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

一般会計等

地方公共団体財政健全化法における実質赤字比率の対象となる会計で、地方公共団体の会計のう

ち、地方公営事業会計以外のものが該当します。これは、地方財政統計で用いられている普通会計

とほぼ同様の範囲ですが、地方財政統計で行っているいわゆる「想定企業会計」など、一の会計を

区分することはしません。

実質赤字額

当該年度に属すべき収入 と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年度に繰 り越

すべき継続費逓次繰越や繰越明許費繰越等の財源を控除した額をいいます。実施赤字額がある団体

を通常 「赤字団体」と呼んでいます。

標準財政規模

地方公共団体の標準的な状態で通常収入 されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標

準税収入額等に普通交付税を加算した額をいいます。

なお、地方財政法施行令附則第 12条第 2項の規定により、平成 21年度までの特例として、臨時

財政対策債 (地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政

法第 5条の特例として発行 される地方債)の発行可能額についても含まれています。

連結実質赤字比率

公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準

財政規模に対する比率です。

すべての会計の赤字や黒字を合算 し、地方公共団体全体として赤字の程度を指標化 し、地方公共

団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

公営企業 (法適用企業・法非適用企業 )

公営企業とは地方公共団体が経営する企業であり、法適用企業と法非適用企業に分類されます。

地方公共団体財政健全化法においては、地方公営企業法の全部又は一部を適用 している事業を法適

用企業、地方財政法第 6条の規定により特別会計を設けて事業の経理を行つている公営企業であつ

て法適用企業以外のものを法非適用企業と定義 しています。

法適用企業には、地方公営企業法の全部を適用することが法律で定められている上水道、工業用

水道、軌道、鉄道、自動車運送、電気 (水力発電等)、 ガスの 7事業、法律により財務規定等を適用

するように定められている病院事業 (以上、当然適用事業)、 及び条例で地方公営企業法の全部又は

財務規定等を任意で適用する事業 (任意適用事業)が あります。法非適用事業には、下水道事業、

宅地造成事業、観光施設事業等 (それぞれ地方公営企業法を任意適用していないものに限る。)があ

ります。
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公営企業の経理は特別会計を設けて行 うこととされてお り、その特別会計を公営企業会計といい

ます。法適用企業の公営企業会計は、企業会計方式により経理が行われ、法非適用企業は、一般会

計と同様、地方自治法に基づく財務処理が行われます。

資金の不足額

公営企業ごとに資金収支の累計不足額を表すもので、法適用企業については流動負債の額から流

動資産の額を控除した額を基本として、法非適用企業については一般会計等の実質赤字額 と同様に

算定した額を基本としています。

実質公債費比率

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本と

した額
※に対する比率です。

借入金 (地方債)の返還額及びこれに準じる額の大きさを指標化 し、資金繰 りの程度を示す指標 と

もいえます。

地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の

判定に用いられている地方財政法の実質公債費比率と同じです。

※標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額 (将来負担比率において同じ。)。

将来負担比率

地方公社や損失補償を行つている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の二
般会計等

が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額※に対する比率です。

地方公共団体の一般会計等の借入金 (地方債)や将来支払つていく可能性のある負担等の現時点

での残高を指標化 し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえます。

資金不足比率

当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率です。

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較 して指標化 し、経営状

態の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

早期健全化基準

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化 した状況において、自主的か

つ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値です。

財政再生基準

地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の

健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質

赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、早期健全化基準を超えるも

のとして定められた数字です。

経営健全化基準

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、:資金不足

比率について定められた数値です。
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健全化判断比率の状況

戦 29軸 平成Ю軸 翁 ぐ汗口2角円費りこ章 冷澤口3軸

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率 6.2% 6.1% 5。 9% 5.9% 6.0%

将来負担比率 13.2% 39.4% 43.2% 34.8% 22.6%

資金不足比率の状況

執 29卿 軌 30鄭 衡 檄 行 日24阿責り参章 舒 日3有弓喋載宍』章

水道事業会計

温泉事業会計
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総括表① 健全化判断比率の状況 (令和3年度決算)

地方公共団体
コード

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

223026 静岡県

↑※必ず選択して Fさい。

(単位 :%)

標

1弾 酪
「

模

 | 
ぅち

諄
肺 対籟 早期健全化基準 15.00 20.00 25.0 350.0

2,818,015 142,656 財政再生基準 20.00 30,00 35.0
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会 計  名 実質収支額

般

計

等

一般会計 253,035

河津駅前広場整備事業会計

土地取得特男1会計 360

般
会
計

等

に
属

す
る
特

別
会
計

ノ|ヽ    需十 253.543

標準財政規模 2.818.015

実質赤字比率 (%) -8.99

総括表② 連結実質赤字比率等の状況 (令和3年度決算)

※ 実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

「実質赤字比率(%)」 又は「連結実質赤字比率(%)Jは 負の値で表示されます。

静岡県河津町

(分母比 )

90

00

00

90

100.0

資金不足・剰余額

準財政規模 (再掲 )

会 計 名 実質収支額

公

塁1

事裂

なテ

罫ち

国民健康保険特別会計 43,321

介護保険特別会計 95,371

後期高齢者医療特別会計 343
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総括表③ 実質公債費比率の状況(令和3年度決算)

団体名 静岡県河津町

(単位 :千円)

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ③ ⑨ ⑩ ①

元利償還金の額
(繰上償還額等
を除く)(3③
A表 「元利償還

釣 欄の数値を
転記 )

積立不足額を考
慮 して算定 した

額 (3①表
「工J欄の数値
を転記 )

満期一括償還地
方債の 1年当た
りの元金償還金
に相当するもの

(年度割相当
額)(3① 表
「ウJ欄の数値
を転記 )

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金 (3②表
「合計※」欄の

数値を転記)

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金 の利

子

特定財源の額
(3③A表 「特

定財源計J欄の
数値を転記)

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金及び準
元利償還金 (た だ
し、④～⑦に係
るものは、地方
債の元利償還額
を基礎として算
入されたものに
限る)

令和元年度 342.095 15,487 31,01〔 189,669

令和2年度 349,138 3.75C 18.325 23,627 192.533

令和3年度 348718 5154〔 29,76〔 18,47イ 198,553

⑫ ⑬ ①

票準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債
発行可能額

令和元年度 1,187,191 1,165,07[ 93,28〔

令和2年度 1,239,150 1,255,092 96.83(

令和3年度 1,166,178 1,509,181 14265そ

⑮

地方財政 法第 5

条の 3第 4項第

1号の規 定 に基
づ き総務 大 臣が

定 め る額
(特別 区のみ記

入 )

実質公債費比率
(単年度)

令和元年度 5_98739

令和2年度 6.14950

令和3年度 6_17700

債務負担行為に係

るもの (省令第 7

条第 1号 )

等により、利便施

設及び公共施設 を

買い取るために

行 つた債務負担行

為に係 るもの (省

令第 7条 第 2号 )

並びに独立行政法

人森林総合研究

所、独立行政法人
水資源機構及び独
立行政法人環境再

生保全機構の行 う

事業に対す る負担
金 (省令第 7条第

組合が建設 した職

員住宅等の無償穣

渡を受けるために

支払 う賃借料 (省

令第 7条第 4号 )

設の建 設 のため に

借 り入れ た借入 金

の償還に対す る補

助 (省令第 7条 第

こ係 る債務 の履行
こ要す る経費の支

(省 令第 7条 第

の者 の債務 を引き

受 けた場合におけ
る当該債務の履行
に要す る経費の支

出 (省令第 7条第
7号 )

そ の 他 これ ら に 準

ずると認められる
もの (省令第 7条
第 8号 )

刊1子 禰給に係るも
の (政令第12条第
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総括表④ 将来負担比率の状況 (令和3年度決算)

将来負担額

(分母比)      lo7                                34          31

充当可能財源等
(単位 :千 円)

充当可能基金
充当可能
特定歳入

  | ぅち都市計画税

基準財政需要額
算入見込額

1,282,613 0 2,591,770

静岡県河津町

将来負担比率 (%)

22.6

将来負担額 A

4,462,497

充当可能財源等 B

3,874,383

A ― B

588,114

C ― D

2,594,235

標準財政規模 C

2,818,015

算入公債費等の額 D

223,780

団体名

地方債の現在高
債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の

鼈
連結実質
赤字額

組合連結実質
赤字額負担見込額

2,766,113 885,523 810,861 0 0 0 0
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